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1．はじめに

　個人的価値や目的を追求する複数の行為主体

が存在する社会的相互依存状況では，主体間で

利害の対立や競争，協力の訂能性が内在する．

社会科学の基本的な問題の1つに，「個人的価

値を追求する行為主体の間でいかにして協力関

係が成立し発展するか」という問いがある1）．

　現代の大きな政治的および経済的変動，とり

わけ，旧社会主義諸国の崩壊とその後に発生し

た地域間，民族間の対立，また，さまざまなレ

ベルでの環境汚染は，社会的状況における協力

の問題が社会科学の理論的課題の1つであるだ

けでなく，現代社会の重要な政策的課題である

ことも示している．

　社会的状況における協力の問題を考察するさ

いの重要な分析上の視点は，個人的価値の追求

（個人的合理性）と協力の実現（社会的合理性）の

基本的な不一致の認識である．個人的合理性と

社会的合理性の対立はこれまでに多くの論者に

よって探求されてきている2）．特に，ゲーム理

論における「囚人のジレンマ」のモデルは，簡

潔にかつ明瞭にその不一致を表現するために，

政治学，経済学，哲学，法学，社会学，社会心

理学，経営学などを含む社会科学のさまざまな

分野でその研究が行われている．この論文にお

いても，社会的相互依存状況のモデルとして

「囚人のジレンマ」を考察する3｝．

　近年，社会的状況における協力の問題へのゲ

ーム理論的アプローチとして，2つの主要な潮

流が文献を占めてきた．1つは，くり返しゲー

ム理論であり，他の1つは，進化論的ゲーム理

論である．くり返しゲーム理論の最も重要な成

果（「フォーク定理」の名前で呼ばれている）は，

同じ行為主体が同一のゲームを際限なく（ある

いは，非常に長期間）くり返しプレイするなら

ば，パレート最適な状態の実現が個々の主体の

効用最：大化行動から説明可能であるということ

である．くり返しゲームにおいて主体間の協力

は，主体の戦略の中に組み入れられている相互

処罰のメカニズムによって可能となる．も’しあ

る主体が協力状態から離脱すれば，次期以後，

長期間，適当な方法で他の主体から処罰される．

このとき，処罰による損失が協力状態から離脱

することによる一時的な効用の増加を上回れば，

主体の機会主義的な行動は阻止される4）．

　一方，進化論的ゲーム理論では，進化生物学

の考えや分析手法に基づいて，生物社会の自然

淘汰プロセスに類似したある一定の社会的淘汰

プロセスを考え，主体間の協力状態がいかに安

定的なものとして実現し持続するかを主要な関

心とする，ここではプレイヤーは自律的な意志

をもち選択し行為する主体というよりはむしろ，

特定め戦略（行動パターン）がプログラム化され

ている「遺伝子」であり，「適応度」の低いプレ

イヤーはゲームから淘汰される5）．

　くり返しゲーム理論と進化論的ゲーム理論は

社会的状況における協力の問題の解明にきわめ

て重要な貢献をしているが，他方，いずれのア

プローチともその前提となるゲームのプレイヤ

ーのとり扱いは「社会的存在」としての行為主

体の記述としては限定的なものと言える．プレ

イヤーは社会の相互依存状況を与えられた環境

と．してとらえ，その制約の下で可能な行動を選

択するという受動的な行為者である．

　この論文では，ゲームのプレイヤーは単にゲ

ームのノレールを与えられたものとして受け入れ

るのではなく，協力の実現のために必要であれ
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ぱゲームのルールを変更し新たに構築するとい

う立場から，協力の問題を考察する6）．具体的

には，プレイヤーは協力のために交渉し組織を

形成すると仮定し，社会的状況における組織の

形成と発展を考察する．便宜上，このようなア

プローチを，協力の問題に対する組織論的アプ

ローチと呼ぶことにする．この論文の目的は，

組織論的アプローチのためのゲーム理論による

モデル分析の1つの試みを示すことである．

　ここでは，社会的組織とは，社会において行

為主体の協力を可能にするために主体間の合意

に基づいて作られる社会的関係であると考え

るη．すでに述べたように，社会的相互依存状

況を特徴づける基本要素の1つは個人的合理性

と社会的合理性の不一致であるから，社会的組

織の重要な機能の1つはそのメンバーの機会主

i義的行動の規制である．したがって，この論文

では，組織のメンバーに協力行動を強制する労

働に専門的に従事するエージェント（以下では，

「強制エージェント」と呼ぶ）を明示的に導入す
る8）．

　この論文で提示する社会的組織の形成と発展

に関するゲーム理論的モデルの重要な決定要因

は，組織の強制エージェントの費用と主体の組

織に対する「ただ乗り」行為であり，主な結論

は次のとおりである．強制エージェントの費用

と主体の組織への参加条件から組織が形成可能

であるためのメンバーの最小数が決定される．

そして，各主体の組織に対する「ただ乗り」の

インセンティブから，一般的に，各主体は組織

に参加すべきか否かの選択のジレンマに直面す

る．社会の主体の総数が組織の最小規模と丁致

する場合を除いて，すべての主体は確率的に組

織に参加する．ここで，主体の組織への参加確

率は1つの「組織均衡」の条件により定まる．

また，組織の発展プロセスは社会の発展が人口

成長，組織の最小規模に与える影響に依存し，

組織の発展プロセスの4つの典型的なパターン

を示す．最後に，発展プロセスのパターンによ

り，社会的組織の持続的発展の可能性について

論じる．

　論文の構成は次の通りである．2節では，「囚
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人のジレンマ」のゲームを定式化し，環境汚染

と公共財供給の2つの例を示す13節では，「囚

人のジレンマ」状況における社会的組織の形成

のためのゲームモデルを提示し，組織形成の条

件を明らかにする．4節では，「囚人のジレン

マ」ゲームの動学化を行い，社会的組織の発展

プロセスを考察する．最後に，5節では，今後

の研究課題について述べる．

2．「囚人のジレンマ」

　　　　　2．1　ゲームのルール

　1＞＝｛1，…，η｝を社会を構成する行為主体（プ

レイヤー）の集合とする．各主体ゴ62＞は2通

りの行動C（協力）とD（裏切り）をもつ．すべ

ての主体の行動の組，α＝（α1，●’㍉απ），各砺は

CあるいはD，に対して，主体ゴの利得関数を

五（α1，’●。，απ）で表す．ここで，主体ゴの利得関

数はゴ自身の行動のと協力行動Cを選択する

ゴ以外の主体の数房のみに依存し，

　　ノXα∫，；Zご），ごzぎ＝C，D，砺＝0，1，…，％一1

とかけるとする．以下では，すべての主体は同

一の利得関数をもつとし，混乱がない限り，主

体の添字ゴは省略する．主体の利得関数は次を

満たすとする．

　仮定1

（1）すべてのぬ＝0，…，η一1に対して，

　　　　　　　　∫（D，乃）〉∫（C，乃）．

（2）　　ノ（C，η一1）〉∫（1），0）．

（3）∫（C，勿とノ（D，勿はともにぬの単調増

加関数である．

　条件（1）は，すべての主体にとって他の主体

の行動に無関係に裏切り行動1）による利得の

方が協力行動Cによる利得よりも大きいこと

を意味する．このとき，自己の効用最大化を目

的とする各主体にとって，裏切り行動Dを個

人合理的行動という．すべての主体が個人合理

的行動Dをとるとき，行動の組（D，…，D）が

実現し，各主体は利得∫（D，0）を得る．利得ノ

（D，0）を「囚人のジレンマ」の非協力利得とい

う．一方，条件（2）より，もしすべての主体が一

律に協力行動Cを選択するならば，各主体は

より高い利得∫（C，η一1）を得る．すなわち，
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個人合理的行動の組（0，…，D）はη人の主体

からなる社会においてパレート最適ではない．

最後に，条件（3）は，各主体の利得はその行動が

何であろうと協力行動Cをとる他の主体の数

が大きくなるにつれ，て増加することを意味する．

この意味で，各主体の協力行動Cは他の主体

に「正の外部性」をもたらす．

　主体のもつ利得関数の性質は図1で示される．

図1からわかるように，

　　∫（C，so－2）〈∫（D，0）≦∫（C，　so－1）

を満たす整数so（2≦so≦η）が一意に存在する．

整数soは，主体が協力行動Cをとる場合，非

協力利得∫（D，0）以上の利得を得るために必要

な協力行動Cを選択する主体（自分自身も含

む）の最小数を表す．この意味から，整数εoを

「協力の最小人数」と呼ぶ．

　　　2．2「囚人のジレンマ」の例

（1）環境汚染9）

　ある湖のまわりで紙パルプ工場1，…，－ηが生

産活動を営んでいる．各工場の生産プロセスは

湖：水を使って紙パルプを生産し，生産廃水を湖

に流すことである．いま，各工場は生産廃水の

浄化処理設備をつける（C）かっけない（D）かの

2通りの行動をもつ．浄化処理の設備費用をA

とする．一方，紙パルプの生産のためには湖水

を浄化する必要があり，生産のため’の湖水浄化

費用を’々Bとする．ただし，々（＝0，…．η）は廃

水の浄化処理設備をつけない工場数である．こ

のとき，工場ゴの利得関数は

綱一｛一ノ1」（η一ぬ一1一（η一ぬ）B）B：1：＝£

で与えられる．ここで，雇＝0，…，％一1）は工

場ゴ以外で廃水浄化設備をつける工場の数であ

る．B〈み〈ηBのとき，工場の利得関数は仮

定1を満たす．各工場の個人合理的行動は廃水

の浄化設備をつけないことである．その結果，

湖水の汚染は最悪となり，各工場は紙パルプ生

産のために湖水浄化費用％Bを要する．これ

に対して，もしすべての工場が廃水の浄化設備

をつければ，湖水は汚染されず各工場の費用は

ηBから．4に減少する．この例のように，共有

資源が経済主体の個入的価値の追求のために汚

染し枯渇する現象は「共有地の悲劇」と呼ばれ

ている10）．

（2）　公共財の供給

　1種類の私的財と1種類の公共財（社会的共

通資本）から成る経済を考える．経済主体の集

合をN＝｛1，…，η｝とし，各主体ゴ∈2Vは7（＞

1）単位の私的財を初期保有量としてもつ．い

ま，各主体は公共財の供給のために私的財1単

位（税）を拠出する（C）か，しない（D）の2通り

の選択をもつ．拠出された私的財の総量∬単

位に対して，公共財の生産関数を

　　9ωコ∬
とする．K単位の公共財が供給されるとき，す

べての主体は（公共財の供給のために税を拠出

したかどうかによらず）公共財を用いて私的財

βK単位を生産できるとする．主体在1Vの効

用関数観は公共財の供給量1（と私的財の消費

量鮎に依存し，

　　πf（κ，〃f）＝βκ＋〃f

であるとする．

　このとき，すべての主体の行動の組α＝（α、，

…，砺），各のはCあるいはD，に対して，主

体ゴの利得関数は

漁一・碗一｛β（乃＋1β乃＋7）桐：1：＝ε

となる．ただし，乃＝0，1，…，η一1は主体ゴ以

外で税を拠出する主体の数である．1＜ηβ＜η

のとき，主体ゴの利得関数は仮定1を満たす．
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　主体の個人合理的行動は，公共財の供給のた

めに私的財を拠出しないことである．その結果，

公共財は供給されず，各主体は初期保有量の7

単位の私的財を消費するのみである．これに対

して，全員が1単位の私的財を拠出すれば，β％

単位の公共財が供給され、各主体はβη＋7－1

（＞7）単位の私的財を消費でき効用は増加する．

3．社会的組織の形成

　　　　　　3．1組織モデル

　「囚人のジレンマ」において，行為主体がいか

なるものにも拘束されず自らの自由な意志に基

づいて行動を選択できる状況では，ゲームの自

然な結果はすべての主体が個人合理的行動（裏

切り行動D）を選択することである．「囚人の

ジレンマ」における本質的な問題は，適当な強

制機構（メカニズム）がなければすべての主体が

協力行動をとるという社会的に最適な状態（社

会的合理性）は実現しないことである．

　このような個人合理性と社会的合理性との不

一致を解消するために，社会を構成する主体は

そのメンバーに協力行動を強制する社会的組織

を形成すると考える．組織ψを4つの要素の

組（S，ρ，ゴ＊，z〃）で表現する．ここで，　S（⊂1＞）

は組織ψのメンバーの集合である．ρは組織の

メンバーが協力行動をとらない場合に課される

罰則を表す．主体の効用が貨幣で測られる場合，

ρは罰金を表す．ゴ＊は警察官や税吏などのよう

に組織のメンバーに協力行動の選択を強制する

エージェントである．以下では，〆を組織の強

制エージェントと呼ぶ．強制エージェントの仕

事は組織のメンバーの行動をモニターし，協力

行動をとらないメンバーに対して罰則を加える

ことである．最後に，ωは強制エージェントに

支払う賃金（報酬ルール）を表す．

　組織ψの形成を考える場合，組織の各構成要

素S，ρ，ゴ＊，ωがどのようなルールで定まるか

を明らかにする必要がある1D．組織のメンバー

の決定ルールとして，自由参加と強制参加の2

通りがある．罰金ρは組織の集団的意志決定

プロセスによって決定されるとする．強制エー

ジェントは社会を構成する主体の一人（あるい
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は複数）がその役割を果たす場合と社会の外部

のエージェントがその仕事を行う場合の2通り

がある．前者の場合を内部エージェント，後者

の場合を外部エージェントと呼ぶ．強制エージ

ェントに対する報酬ルールz〃の決定は後で述

べる．

　この節では，組織形成の基本モデルとして自

由参加と外部強制エージェントの場合を考え
る12》．

　　　　　3．2　組織形成のルール

　「囚人のジレンマ」状況において次のような

組織形成のゲームを考える．ゲーみは3段階か

らなる．

（1）』
Q加決定段階

　すべての主体ゴ＝1，…，ηは組織に参加する

（嗣），あるいは参加しない（切＝0）を他の

主体とは独立に決定する．すべての主体ゐ決定

の組4＝（41，…，4π）に対して，組織のメンバー

の集合S（4）＝｛在1＞14戸1｝が定まる．

（2）　組織の罰則決定段階

　組織のメンバーは組織内の罰則ルールを決定

．する．罰則は組織のメンバーが裏切り行動D

を選択するときにのみ課される．以下では，簡

単化のため，罰則は罰金ρによって与えられ

る．罰金φは組織のメンバーの全員一致投票

で決定されるとする．すなわち，組織の各メン

バーゴは罰金額Φを他のメンバーとは独立に

選択する．罰金は，すべてのメンバーが同一の

額を選択する場合にのみ決定され，その他の場

合は罰金は0とする．

　すでに述べたように，罰則の実施は社会の外

部エージェントが行うとする．組織のメンバー

は外部のエージェントと私的契約を結び，組織

のメンバーの行動のモニタリング，罰則の実施

を依頼する．外部エージェントの市場は鏡争的

とし，外部エージェントへの労働賃金ωはエ

ージェ、ントの労働に対する機会費用ωoに一致

するとする．外部エージェントへの賃金ωは

組織のメンバーが均等に負担すると仮定する．

（3）　行動決定段階

　すべての主体ゴ（組織のメンバー，非メンバー

を問わず）はそれぞれ独立に行動砧，Cあるい



242 経　　済　　研　　究

はD，を選択する．すべての主体の行動の組α

＝（α1，…，α。）に対して，主体ゴの利得瓦（α1，

…，α。）は次のように定まる．sを組織のメン

バー数，傷（のをゴ以外の主体で協力行動Cを

選択する主体の数とする．

　（i）主体ゴが組織のメンバーである場合，

　　且（α、，…，α。）

一｛lll綴艦1一ρ：1：＝£

ただしゴρは罰金である．

　（ii）主体ゴが組織の非メンバーである場合，

　　Fl（α、，…，α。）＝ノ（の，乃f（α））

組織の非メンバーはたとえ裏切り行動Dを選

択してもいかなる罰則も受けないことに注意す

る．

　　　　3．3　組織形成ゲームの分析

　次に，組織形成ゲームの非協力均衡解を求め

る13》．非協力均衡解の具体的な計算手順は次の

通りである．最初に，行動決定段階の対称な

（ナッシュ）均衡点を求める．ここで，対称な均

衡点とは，主体や行動の名前，番号の付け方に

依存しない均衡点を意味する．もし対称な均衡

点が複数個存在する場合は，均衡点の間の「利

得支配」関係を適用して，他のすべての対称均

衡点を利得支配する対称均衡点を行動決定段階

の均衡解とする14》．次に，‘行動決定段階の均衡

解を前提にして，組織の罰則決定段階の均衡解

を同じ要領で求める．以下，同じ操作を参加決

定段階に適用して終わる．

　均衡解の計算を容易にするために，「囚人の

ジレンマ」の利得関数に関して次の仮定を追加

する．

　仮定2．すべてのぬ＝0，1，…，η一1に対し

て利得の差！（D，の一ノ（C，勿は正でかつ一定

である．この利得差をαとおく15）．

　利得の差∫（D，勿一ノ（C，勿は主体にとって

協力行動Cよりも裏切り行動Dをとるインセ

ンティブの大きさを表す．仮定2は，主体の裏

切り行動をとる正のインセンティブは他の主体

の行動には無関係であることを意味する．2．2

節の環境汚染ゲームと公共財供給ゲームの2つ

の例は仮定2を満たす．環境汚染ゲーム．ではα

篇B－Aであり，公共財供給ゲームではα＝1

一βである．

　最初に，行動決定段階の均衡解を求める．組

織の非メンバーにとって裏切り行動Dは協力

行動Cを支配する．組織のメンバーの行動は

組織の罰則ルールρに依存する．0≦ρ〈αの場

合，裏切り行動Dは協力行動Cを支配する．

ρ〉αの場合，協力行動Cは裏切り行動Dを支

配する．ρ＝αの場合，協力行動Cと裏切り

行動Dによる各主体の利得は他の主体の行動

が何であろうと等しい．この場合，メンバーの

任意の混合戦略の組は均衡点であり，すべての

メンバーが協力行動Cを選択する行動の組

（C，…，C）は他のすべての対称な均衡点を利

得支配することが証明できる．したがって，次

の命題を得る．

　命題1．組織（5，〆，ρ，ω）の下で行動決定

段階の均衡解は次のとおりである．

　（i）o≦ρ＜αのとき，社会のすべての主体は

裏切り行動Dを選択する．

　（ii）ρ≧αのとき，組織のすべてのメンバー

は協力行動Cを選択し，すべての非メンバー

は裏切り行動Dを選択する．

　命題1が示すように，組織の非メンバーはい

かなる罰則も受けないから「囚人のジレンマ」

の場合と同様に裏切り行動Dを選択する．組

織のメンバーは組織の罰則ρが裏切り行動D，

に対するインセンティブαを消去するのに十

分な場合だけ協力行動Cを選択する．

　次に，組織の罰則決定段階の均衡解を求める．

罰則決定段階のゲームは組織のメンバーのみに

よってプレイされる．各メンバーゴは罰金の額

砧を選択する．すべてのメンバーの選択の組σ

＝（σぽゴ∈S）に対してメンバーゴの利得は次

のように定まる．組織のメンバー数をsとす
る．

　（i）すべてのメンバーが’ρ≧αなる罰金を選

択する場合，

　　R（の＝∫（C，s－1）一ωβ

　（ii）　すべてのメンバーが。〈ρ＜αなる罰金

を選択する場合，

　　F∫（の＝∫（D，0）一2〃β一ρ
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　（iii）　罰金の合意が成立しない場合，

　lF・（の一∫（D，0）

　エージェント費用ωを組織のメンバーが負

担する場合の「協力（組織）の最小人数」s＊（≧

2）は，

　　∫（1），0）＋ωβ≦∫（C，s－1）

を満たす最小の整数s＊で与えられる（図1参
照）．

　罰則決定段階のゲームの結果は，組織の規模

sと「協力の最小人数」3＊（あるいはエージェ

ント費用ω）に依存する．1≦3≦3＊一1のとき，

組織のすべてのメンバーにとって（iii）の利得が

最大になるから罰金の合意は成立しない．s＊

≦3のとき，組織のすべてのメンバーに、とって

（i）の利得が最大になるから，対称な均衡点で

は罰則ρ≧αが合意される．

　命題2．組織の罰則決定段階における均衡

解は組織の規模s、によりて次のように定まる．

　（i）　1≦s≦3＊一1のとき，

　罰則ルールは合意されず，メンバーの利得は

ノ（D，0）である．

　（ii）　S＊≦∫のとき，

　罰則ルールρ．（≧α）が合意され，メンバーの

利得は∫（C，s－1）一ωβである．

　組織のメンバーにとってエージェント費用

ωを負担し互いの行動を協力行動Cに拘束す
ることが意味をもつのは組織の規模が「協力の

最小人数」s＊以上であり，「囚人のジレンマ」

め非協力利得以上の利得を得るときである．し

たがって，この場合にのみ組織の罰則ルールが

合意される．

　最後に，組織への参加決定段階を分析する．

各主体ゴ∈1＞の行動鵡は1（参加）あるいは0

（不参加）である．すべての主体の行動の組4＝

（41，…，4η）に対して主体ゴの利得瓦（4）は次

のように定まる．sを組織に参加する主体数と

する．

　（i）　0≦ε≦s＊一1のとき，

　　R（の」∫（D，0）

　（ii）　S＊≦sのとき，

R（・）一｛ll£：1デ1）一ωβ：ま：1
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　命題2で見たように，組織の規模がs＊一1以

下のとき組織の罰則ルールは設けられず実質的

に組織は機能しない．したがって，各主体ゴ∈

1＞にと・って参加決定段階でのゲームの結果は

次の3通りである：（1）主体ゴは組織の非メン

バーである，（2）主体ゴは組織のメンバーであ

る，（3）組織は形成されない．主体ゴは（1），

（2），（3）の順序でこれらのゲームの結果を選好

する．したがって，すべての主体は組織の非メ

ンバーとなり，組織のメンバーの協力行動に

「ただ乗り」する強いインセンティブをもつ．

しかし，す．べてのメンバーが組織に参加しなけ

れば組織は形成されず最悪の結果となる．一般

に，個々の主体は組織に「参加すべきか否か」

という選択のジレンマに陥る．

　参加決定段階の均衡解は「協力のための最小

人数」ε＊と主体数％の関係に依存する．η＜♂

のとき，明らかに組織は形成されない．η＝s＊

のとき，（1）の結果は不可能だから対称均衡点

は全員が参加する，あるいは全員が不参加の2

通りである．前者は後者を利得支配するから，

均衡解では全員が参加する．

　2≦s＊≦η一1のとき，（1），（2），（3）のすべて

の結果が可能であり，対称均衡点は全員が同じ

確率π（0＜π＜1）で参加するか全員が不参加の

2通りである．s＊rηの場合と同様に，前者が

後者を利得支配する．各主体の組織への参加確

率πは次の関係式を満たす．主体ゴ以外のす

べての主体が確率πで組織に参加する条件の

下で，主体ゴに関して，

　組織に参加する場合の期待利得

　＝組織に不参加の場合の期待利得

である．この関係式より，

　　　　　カ　ユ
　　．4。＊一Σ（π一1）／（㌫三、）・

　　　　　々＝ε＊

　　　　　（π／1一π）丸｝（8＊｝1）B勘　　　（＊）

を得る．ただし，∠48＊＝！（C，s＊一1）一ωβ＊一∫

（D，0），Bゼ＝．〆（D，々）一ノ（C，々）十ω焼，である．

A。＊は最小規模s＊の組織が形成されるときの

組織メンバーの利得の増分，Bゐ（々一∫＊，…，π

一1）は規模々＋1の組織から自分一人だけ離脱

するときの組織メンバーの利得の増分を表す．
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この意味から，．4。＊を協力のインセンティブ，

B々を組織からの離脱のインセンティブと呼ぶ．

　関係式（＊）を「組織への参加確率の均衡条

件」と呼ぶ16》．均衡条件（＊）を満たす参加確率

πは一意に存在する．

　命題3．組織への参加決定段階における均

衡解は次のとおりである．

（1）　η＜s＊のとき，組織は形成されない．

（2）s＊＝ηのとき，全員が組織に参加する．

（3）2≦ε＊＜ηのとき，すべてg）主体は均衡条

件（＊）を満たす確率π（＜1）で組織に参加する．

　命題3より，組織が形成されるための必要十

分条件はs＊≦ηである．これは

　　ω≦η｛∫（C，％一1）一∫（D，0）｝

と同値である．すなわち，エージェント費用”

がすべての主体が協力ずることにより生ずる総

余剰以下であるときにのみ組織は形成可能であ

る．

　命題3が示すように，自由参加のルーノレでは

各主体は「ただ乗り」のインセンディブによる

参加のジレンマを解消するために確率的に組織

に参加する．協力の最小人数s＊が社会におけ

る主体0～総数ηと一致するときのみ，全員が確

率1で・組織に参加する．

　一般に，主体の組織への参加確率πは主体の

総数η，協力の最小人数s＊，協力のインセンテ

ィブ．4。＊，組織からの離脱のインセンティブ

B鳶に依存する．一つの興味ある問いは，主体

の総数ηは組織への参加確率πにどのような

影響を及ぼすかというものである．これに関し

て次の命題が成立する1η．

　命題4．協力の最小人数∫＊，協力および裏

切りのインセンティブノL5＊，瓦が主体の総数

ηに関して一定とする．このとき，各主体の組

織への参加確率π（π）は主体の総数ηの減少

関数であり，ηが無限大になるとき0に収束す
る．

　命題3と4より，次の結論を得る．社会に協

力の最小人数s＊しか主体が存在しないとき，

すべての主体は組織を形成する．一定の条件の

下で，社会の主体数が増えるにつれて各主体の

組織への参加確率は単調に減少し，非常に多数
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の主体が存在する社会では各主体の組織への参

加確率は限りなく0に近い．すなわち，「大き

な」社会では「小さな」社会に比べて組織の形

成は困難である．

　組織形成ゲームにおける主体の利得は次のよ

うに定まる．η＜s＊のとき，組織は形成されな

いから，各主体の利得は「囚人のジレンマ」の

非協力利得∫（D，0）と一致する．η＝s＊のとき，

全員が組織に参加するから各主体は利得！（C，

η一1）一ω／ηを得る．2≦s＊〈ηのとき，均衡条

件より，各主体の期待利得は他の主体が均衡確

率で組織に参加する条件下で主体が組織に参加

する場合の期待利得に等しい．組織のメンバー

の利得∫（c，5－1）一納は組織の規模∫の増

加関数だから，各主体の期待利得は！（C，π

一1）一2〃／η以下である．

　命題5．組織形成ゲームにおける主体ゴの

（期待）利得瓦は，

　　！（D，o）≦R≦ノ（c，η一1）一z吻

を満たす．

4．社会的組織の発展

　　4．1「囚人のジレンマ」の動学モデル

　社会的組織の発展を分析するために，「囚人

のジレンマ」モデルの1つの動学化を試みる．

各世代薮＝1，2，…）において窺人の主体がC

（協力）とD（裏切り）の2通りの行動をもつ．

社会の発展状態を示す1つの状態変数島を新

しく導入し，各主体ゴの利得関数は，

　　∫（島，ごzε，hf）

で与えられるとする．ただし，の＝C，D，毎

＝0，1，…，勉一1である．んは2．1節と同様に，

協力行動Cをとるゴ以外の主体数である．利

得関数ノは状態変数島の任意の値に対して2．

1節の仮定1を満たすとする．また，各世代の

主体の生存期間はその世代のみとし，同一の主

体が複数の世代に生存することはないとする．

　世代間での状態変数島の推移を示す社会の

発展方程式は，一般に，

　　ん‘＋1コ9（々らα、，…，α。¢）

で与えられる．以下では，特に

　　々オ＋1＝9（島，乃），乃二〇，1，…，窺
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とする．ここで，乃は協力行動Cを選択する世

代’の主体数である．社会の発展方程式は次を

満たすとする．

　仮定3

（1）　g（島，勿は各変数島と〃に関して単調増

加．

（2）　　g（々‘，；Z）〉々‘，；～＝1，2，…

仮定3は社会発展の状態変数島（’＝1，2，…）

は主体の協力行動の結果に依存し，各世代’に

おいてより多くの主体が協力行動を選択するこ

とによって次の世代における島＋1の値は増加

することを示している．言いかえれば，世代’

における状態変数島はそれ以前の主体による

「協力の蓄積」を表す．状態変数島の例として，

社会資本のストックや自然環境の状態を示すさ

まざまな指標などがある．

　4．2　内部エージェントをもつ組織の発展

　次に，組織が内部エージェントによってメン

バーの協力行動を強制する場合，社会の発展と

組織の形成がどのように関係するかを考察する．

　3節の組織形成モデルの結果を適用して，世

代’において＠＋1）人の主体から成る組織が

形成されるための条件を求める．組織のメンバ

ーの1人は強制エージェントの役割を果たすと

する．強制エージェントへの報酬をωとする

とき，組織の他のメンバーの利得は幽

　　∫（島，C，み一1）一zo／ぬ

である．（強制エージェント自身は協力行動あ

るいは裏切り行動の選択は行わないとする）．

したがって，組織のすべてのメンバーが組織の

形成を受け入れるための条件は

　　ノ（島，C，卜1）一ω／乃’≧∫（島，D，o）

　　　　　　　　　　ω≧ノ（島，D，0）

である．これより，エ1一ジェントに対する報酬

は

　　∫（島，D，0）≦ω≦乃｛∫（島，　C，ぬ一1）

　　　一∫（島，D，0）｝

を満たさなければならない．

　エージェントへの報酬ωの具体的な決定は

組織内の集団意志決定ルールに依存する．組織

の他のメンバーがエージェント報酬を決定する

セステムでは，報酬は下限に設定されるであろ
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う．一方，エージェントが報酬の決定権をもつ

ような一種の独裁的なシステムでは報酬は上限

に設定される．また，エージェントと他のメン・

バーとの交渉によって報酬が決定される場合も

あり得る．

　エージェントへの報酬卿がどのようなルー

ルで決定されようとも，組織が形成されるため

の条件は上の議論より，

　　（1十1／〃）∫（島，D，0）≦∫（々‘，　C，ぬ一1）

である．この条件を満たす最小の整数を砺＊と

すると，（砺＊十1）人が組織メンバー（エージェ

ントを含む）の最小数である．

　社会の発展変数島の増加が組織の最小規模

砺＊に及ぼす影響を分析するために，関係式

　　F（ん，ぬ）＝∫（ん，C，乃一1）

　　　一（1＋1働ノ（々，D，0）…0

の下で砺の符号を調べる．ここで，属は関数

ぬの変数々による偏微分係数を表す．陰関数定

理より，飢＝一瓦侃である．ノ（ん，D，0）≧0

と仮定すると，瓶の符号は
　　　　一F陀一（1千1／乃）五（々，1），0）

　　　　　一五（々，C，乃一1）

の符号に一致する．すなわち，飯は社会の発

展による非協力利得の増分と協力利得の増分の

関係に依存し，非協力利得の増分が協力利得の

増分を上回るとき，組織の最小規模は社会の発

展につれて増加する．これは非協力利得の増分

が大きいとき，組織の強制エージェントの労働

の機会費用が高くなり，機会費用を負担するた

めにはより多くのメンバーの参加が必要となる

からである．

　F（々，勿＝0（り曲線をぬ＝雇ん）とおくと，世

代’において組織が形成可能な条件は窺〉ぬ

（紛である．社会の発展と組織の関係は図2の

ようになり，発展プロセスは4通りの典型的な

パターンに分類される。パターン（1）では人口

成長率が組織の最小規模の増加率を上回り，す

べての世代で組織の形成が持続する．パターン

（2）では，人口成長率が低いため社会の発展レ

ベルが一定の臨界値に達した時点で組織の形成

は不可能となる．パターン（3）では人口成長率

がゼロ（あるいはマイナス）でも組織の最小規模
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が減少するため，組織の形成は持続する．最後

に，パターン（4）は，人口が少なく社会発展のレ

ベルが低いため組織の形成が不可能な社会でも

ある外的要因（国際援助など）によって組織形成

が可能なレベルまで人口成長と社会発展が促進

されると，それ以後，自律的なメカニズムによ

って組織形成と社会発展が持続的に可能である

ことを示している．

5．終わりに

　この論文では，社会的組織の問題へのゲーム

理論的アプローチの1っの試みを提示したが，

分析は初期的段階にすぎず，多くの問題が残さ

れている．最後に，今後の研究課題の幾つかを

述べたい．

　組織モデルに関して，．強制エージェントのモ

ニタリングと処罰の不完全性18）や費用の導入，

組織における官僚制の問題，組織の立憲ルール

の定式化などがある．組織の発展の問題では，

人口成長の内生化，社会の発展と組織の制度的

変化の相互依存関係の分析などがある．さらに，

複数の組織間の競争，協力関係も分析する必要

がある．また，理論モデルの成果をコモンズの

理論や国家理論に適用することも興味深い研究

対象である19）．

　社会的組織のゲーム理論的分析の試みをより

一層，発展させることにより，現代社会や経済

史上のさまざまな社会的組織の形成と発展に関
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してその理論的解明が可能になることが期待さ

れ，る．

　　　　　　　　　　　（京都大学経済研究所）

　注

　＊　本稿の作成に当たって，林田黒氏（大阪経済大

学）と東北大学経済学部における研究会出席者の方々

から有益なコメントを頂いた．なお，本稿の研究は，

稲盛財団，学術振興野村基金の助成を受けた．併せて

ここに感謝の意を表したい．

　1）　ここでは，協力の意味をできるだけ広くとる．

協力の形態は，家族，共同行為，財の交換，企業組織，

国家，社会の形成など多種多様である．North（1981）

によれば，「人類が展開してきた協力と競争の諸形態

および人間行動を組織化するさまざまなルールの強制
システムが経済史の核心である」（著者訳）．

　2）例えば，Arrow（1974，1章），　Buchanan　and

Tullock（1962，4章）．

　3）「囚人のジレンマ」のオリジナルは2人ゲーム

であるが，ここでは「囚人のジレンマ」のη人ゲーム

モデルを議論する．Schelling（1978，7章）参照．

　4）　くり返しゲーム理論の展開については，松島
（1993），Pearce（1992），　Taylor（1987）等を参照．

　5）　生物進化の考えに基づく進化論的ゲーム理論に

ついては，Axelrod（1984），　Maynard　Smith（1982）等

を参照．

　6）　このようなプレイヤーの自発的な制度（ルール）

形成の議論については，Ostrom（1990）等を参照．

　7）Arrow（1974）によれば，「組織とは，価格シス

テムがうまく働かないような状況の下で集団的行動の

利点を実現するための手段である」（村上訳）．

　8）Weber（1968，　p．48）は，組織における強制行為

を実行するスタッフρ存在を組織と他の社会的関係を

区別する重要な特徴とみなす．

　9）Shapley　and　Shubik（1969）参照．
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　10）Hardin（1968）参照．

　11）　North（1981，　p．203）によ．れば，組織や制度に

おいて人間行動を規制するルールとして，立憲ルール
（COnStitUtiOnal　rUleS），操作ルール（Operating　rUleS），

規範的な行動様式（normative　behavioral　codes）があ

る．この用法に従えば，組織ψの4つの構成要素が操

作ルールであり，その決定ルールが立憲ルールといえ
る．

　12）　エージェント費用がない場合の分析について

はOkada（1993）を参照．

　13）　ここでの非協力均衡解の詳細な定義はOkada
（1993）を参照．・

　14）均衡点の対称性と利得支配の定義は，Har二
sanyi　and　Selten（1988）を野生。

　15）　この仮定がない場合は，罰則ルール（罰金）ρ

は協力を選択する他の主体数に依存して規定すればよ

、、．

　16）　関係式（＊）は，主体の組織への参加確率は参

加する；との便益と機会費用の比較によって決定され
ることを示していて，March　and　Simon（1958，　p．84）

による「組織均衡」の一種である．．

　17）証明は，Okada（1993）の命題4．11と同様であ
る．

　18）Avenhaus，　Okada　and　Zainir（1991）は，核不

拡散条約の事例研究において不完全．なモニタリング技

術の下．での国際原子力エネルギー機関（IAEA）の査察

ルールを分析している．

　19）国家理論への適用については，Okada　and
Sakakibara（1991），　Okada，　Sakakibara　and　Suga

（1993）を参照．
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